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いきいき職場づくり支援補助金（新型コロナウイルス感染症対応枠） 

－活用の流れー 

１．しまねいきいき職場宣言の申請 
   誰もがいきいきと働き続けられる職場づくりに向けた取組を社内での話し合い等を経て決定し、「しまねいきいき職場宣言」

のフォーマットに沿って宣言して下さい。 

   ①「しまね働き方改革宣言」の５つの宣言であてはまるものを選択（いくつでも） 
     ☑１．ほどよく休み、しっかり仕事、すっきり帰宅︕ 
     ☑２．「仕事と生活の調和」を企業の魅力に︕ 
     ☑３．みんな元気に生涯現役︕ 
     ☑４．誰もがいきいき活躍できる職場に︕ 
     ☑５．職場に実情を語り合う場をつくろう︕ 
   ②宣言の実現に向けた各社の現在の取組、今後の取組を宣言 

   各社のしまねいきいき職場宣言については、県から各社に宣言書を送付するほか、島根県 HP で公開しています。（宣
言の内容については非公開とすることも可能です。） 

   受付期間  随時 
   提出先・問合せ先 島根県商工労働部雇用政策課多様な就業支援グループ 
   tayo-shugyo@pref.shimane.lg.jp 

提出方法       島根県 HP からしまねいきいき職場宣言申請書をダウンロードし、必要事項を記入して 
電子メールで提出 

 https://www.pref.shimane.lg.jp/industry/employ/rodo_hukusi/ikiiki/ikiiki
_syokubasengen.html 

 
２．補助対象要件の確認 
   補助金が利用可能な企業には一定の制限があります。 

   ＜主な確認事項＞…詳しくは補助金支給要領第３条～第５条をご確認下さい。 
    ① 県内に事業所をもつ中小企業等である。 
      中小企業等の定義 

業種 資本金の額又は出資の総額 常時雇用する労働者数 

小売業・飲食店 5千万円以下 50人以下 

サービス業  5千万円以下 100人以下 

卸売業 1億円以下 100人以下 

製造業・その他 ３億円以下 300人以下 

        ※資本金を持たない事業主（社会福祉法人等） 常時雇用する労働者数で判断。 
    ② しまねいきいき職場宣言の宣言書を県に提出済である。 
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    ③ 過去３年度間または補助金申請年度（4/1~3/31）に新規採用実績がある。もしくは、補助金申請日から１ 
年以内に新規採用の見込みがある。 

    ④ 県税の未納がない。 
 
※旧補助金「多様な人材の活躍を目的とした支援パッケージ補助金」及び「いきいき職場づくり支援補助金」の交付 

     を受けたことがある場合でも申請は可能です。 
      ・ いきいき職場づくり支援補助金（一般枠）は、旧補助金「多様な人材の活躍を目的とした支援パッケージ補助 

金」と補助対象経費が同じ補助金の利用はできませんが、当補助金（いきいき職場づくり支援補助金（新型 
コロナウイルス感染症対応枠））は、いきいき職場づくり支援補助金（一般枠）・旧補助金「多様な人材の 
活躍を目的とした支援パッケージ補助金」の過去交付実績に関わらず申請可能です。 

・ 補助限度額も、「いきいき職場づくり支援補助金（新型コロナウイルス感染症対応枠）」において、80万円で 
す。 

 
３．補助金交付申請 
   補助事業の内容を検討し、補助金支給要領に従い、補助金交付申請書を提出してください。 

申請にあたり不明な点については、補助金支給要領、Q&A集をご確認いただくほか、事務局へ事前にご相談ください。 

【受付期間】   令和４年 10月 11日～令和５年１月３１日 
【提出先・問合せ先】  一般社団法人島根県経営者協会 
     〒690－0886     
     松江市母衣町 55-4 
     E-mail︓ikiikishokubadukuri@shimanekeikyo.com 
     TEL︓0852-61-8355 
【申請方法】    下記提出書類を E-mail または郵送で提出 

＜提出書類＞ 
【共通事項】 
⑴補助金交付申請書（様式第 1号） 
⑵補助金交付申請額計算書（様式第 1号－２） 
⑶「しまねいきいき職場宣言」宣言書又は申請書の写し（島根県に提出したもの） 
⑷誓約書（様式第 1号－５） 
⑸島根県税の納税証明書（滞納のない旨の証明）※申請日前３ヶ月以内に発行された原本又は写し 
⑹事業実施計画書（様式第 1号－３） 
⑺事業収支予算書（様式第 1号－４） 

   ⑻申請額の根拠が分かる書類（料金表、見積書など※予定価格税込５万円以下（研修会等講師謝 
礼については１０万円以下）の場合を除く）） 

   ⑼【工事を実施する場合】工事図面、工事前の写真、予定価格税込２０万円以上の工事の場合は 
合見積書の写し 

※ その他、補助事業の内容を確認するため追加の資料提出をお願いする場合があります。 
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４．補助金交付決定 
提出された補助金交付申請書を事務局で審査し、補助金支給要領に沿った申請である場合に、補助金の交付を

決定し、補助金交付決定通知書（様式第５号）をお送りします。 
申請状況により、補助金申請から交付決定まで時間がかかる場合があります。研修参加など、あらかじめスケジュール

が決まっているものについては、余裕をもって申請してください。（交付決定日より前に着手された取組は、補助対象外
となります。） 

＜申請時に注意する審査の主なポイント＞ 
 補助対象事業者の要件を満たしているか 
 添付書類が揃っているか 
 事前着手（※）していないか／補助対象とする取組が令和５年２月２８日までに完了するか 

（※）事前着手…交付決定より前に、補助事業に関する契約、発注を行うこと 
 補助対象とならない経費を含んでいないか 
 しまねいきいき職場宣言の宣言内容の実現に資する取組か 
 設備の更新を行う場合、新型コロナウイルス感染症における課題解決等に資する新たな機能追加を目

的としたものであるか（老朽化に伴う単純な更新は補助対象外です） 
 
５．補助事業への着手 
   交付決定後、申請した補助事業を開始してください。 
   実績報告時に必要となる書類を確認し、補助事業実施中の記録、保管に漏れがないようにご注意ください。 

   ＜変更交付申請＞ 
補助事業の内容に以下の変更がある場合は、事前に変更交付申請が必要です。（支給要領第８条） 

     ・補助金額の増額又は 30 パーセント以上の減額を伴う変更 
     ・補助金タイプの追加又は廃止 

※ 変更後の金額で契約、発注する前に変更交付申請を行って下さい。 
※ 補助事業の一部を取りやめる場合で 30％以上の減額を伴う場合には、取りやめの決定をした時点で変更交

付申請を行って下さい。） 
※ 補助金変更交付申請書の提出後、事務局において、書類審査等により変更交付の確認を行います。変更

の決定については、補助金変更交付決定通知書（様式第 6 号）を申請者へ送付しますので、当通知書を
確認後、契約等の変更を行ってください。（お急ぎの場合は、事務局まで事前にご連絡ください。） 

     【提出先・問合せ先】 ３．交付申請書と同じ 
     【提出方法】  下記提出書類を E-mail または郵送で提出 

【提出書類】  ・補助金変更交付申請書（様式第 2号） 
        ・交付申請時の申請書類一式を赤字で見え消し修正したもの 
        ・金額の変更の根拠が分かる書類（料金表、見積書など） 
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６．実績報告 
   補助事業完了（取組および経費の支払いの両方が完了）後、実績報告を行ってください。 

   ＜注意＞ 
   ・補助事業は経費の支払いも含め、令和５年２月 28日までに完了していることが必要です。 

（事業完了日＝令和５年２月 28日まで） 
   ・補助対象経費の支払いは、原則「銀行振込」でお願いします。 
  【提出〆切】  

補助事業完了（取組および経費の支払いの両方が完了）後、３０日以内または令和５年３月１０日のいずれか 
の早い期日まで 

  【提出先・問合せ先】 ３．交付申請書と同じ 
  【報告方法】   下記提出書類を E-mail または郵送で提出 

   ＜提出書類＞ 
    ⑴ 補助金実績報告書（様式第３号） 
    ⑵ 実績額計算書（様式第３号－２） 
    ⑶ 通帳の口座名義が分かる部分の写し 
    ⑷ 事業実施結果報告書（様式第３号－３）、実施した事業の概要が分かる書類 
    ⑸ 事業収支決算書（様式第３号－４） 
    ⑹ 請求書及び領収書の写し又はその他支払証拠書類 
 ①ソフト事業 
         【研修を実施した場合】 

□ 研修の日時、場所、講師がわかる書類 
【委託契約により事業を実施した場合】 
□ 委託契約の完了届、調査報告書、納品書等の写し 

         【就業規則を整備（変更）した場合】 
           □ 整備（変更）後の就業規則 

（常時 10人以上の労働者を使用する事業所） 
労働基準監督署へ届出後の就業規則（労働基準監督署の受理印があるもの）の写しを提出 

           （その他の事業所） 
             整備後の就業規則のほか、「申立書（様式第３号-３別紙）」を添付すること 
         【その他のソフト事業を実施した場合】 

□ 事業の概要がわかる資料、写真等 
②ハード事業 

        【設備・機器等の導入を実施した場合】 
 （設備工事を実施した場合）工事図面、契約書の写し、工事完了届、着工前・着工後の写真 

 （機器等を購入した場合）納品書、購入した機器等の写真 
※ その他、補助事業の内容を確認するため追加の資料提出をお願いする場合があります。 
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７．補助金受給 
    実績報告を審査し、事務局にて補助金額の確定し（補助金確定通知書（様式第 7 号）の送付）、補助金の支

払いを行います。 
    審査にあたっては、書類審査の他、現地審査と行うことがあります。 
 
８．経理書類の保管 
   補助金にかかる経理について、帳簿および証拠書類を整理し、５年間（令和１０年３月３１日まで）保管してくださ

い。 
 
９．その他（補助事業で取得した財産（取得価格又は増加価格が 50万円以上の機械・器具）を処分する場合）） 
   補助事業により取得した財産を、目的外での使用・譲渡・交換・貸付・担保に供する場合は、以下の書類を提出し、承

認を得る必要があります。 
    ＜提出書類＞ 
     財産処分承認申請書（様式第４号） 


